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独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の年度計画（平成３１年度）

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべ

き措置

１ 大学等の評価

（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価

① 大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価

ア 機構が定める評価基準に従って、大学等の教育研究活動等の状況について評価を

行い、評価結果を当該大学等に通知するとともに公表する。

イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直すとともに、毎

年度、評価担当者の研修を実施する。

ウ 機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査を行うことにより検証

する。その検証内容や認証評価機関として行う自己点検・評価の結果を踏まえ評価

システムの改善につなげる。

エ 選択評価の実施、調査研究、国内外の質保証機関との連携等の取組により得られ

た成果等を活用して先進的な評価手法を開発する。説明会や研修等を通じ評価機関

や大学等に積極的に提供すること等によって、我が国の認証評価における先導的役

割を果たす。

オ 法科大学院に係る認証評価については、政府における法曹養成制度改革の動向を

踏まえ、運営費交付金の具体的な削減目標の設定や、負担割合の段階的な削減につ

いて検討する。

② 大学等の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価

ア 研究活動の状況、地域貢献活動の状況、教育の国際化の状況について、それぞれ

機構が定める評価基準に従って選択評価を行い、評価結果を当該大学等に通知する

とともに公表する。

イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直すとともに、評

価担当者の研修を実施する。

ウ 機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査を行うことにより検証

する。また、その検証結果を踏まえ評価システムの改善につなげる。

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況についての評価

ア 国立大学法人及び大学共同利用機関法人の第３期中期目標期間における教育研究

の状況の評価について、４年目終了時評価の実施に向けて、評価実施体制やシステ

ム関連等の整備を行う。また、法人及び評価者に対して説明会等を実施する。

イ 第３期中期目標期間終了時評価に備えて、制度設計等の検討を行う。
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２ 国立大学法人等の施設整備支援

（１）施設費貸付事業

① 施設費の貸付

ア 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人に対し、大学附属

病院の施設整備等に必要な資金として貸付けを行う。

イ 貸付けの審査に当たって、個々の国立大学法人等の収支状況に即した精度の高い

審査を実施することにより償還確実性の確保に努める。

また、大学附属病院の審査の際には、教育、研究及び診療に係る各機能の達成状

況とそのバランス等を確認する。

なお、これらが確実に実施できる審査体制の構築に努める。

② 資金の調達

ア 貸付事業に必要となる財源として、長期借入れ及び債券発行により資金の調達を

行う。

イ その際、国立大学法人の財務及び経営の改善に資するよう、公募等による効率的

な資金の調達に努める。

ウ 民間資金の調達に当たり、ＩＲ（インベスター・リレーションズ）活動として年

間５箇所以上の投資家を訪問し、説明及び情報発信を行う。

③ 債務の償還

貸付事業に係る債権について、貸付先に払込通知書を発行するなど長期借入金債務

等の償還を確実に行う。

また、年間５箇所以上の貸付先訪問調査を実施する。

④ 調査及び分析

機構が蓄積してきた成果を活用しつつ、貸付事業を効果的・効率的に行うため、国

立大学附属病院の財務状況や経営状況に係る調査、分析を行う。

（２）施設費交付事業

① 施設費の交付

文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人等に対し、施設整備

等に必要な資金として交付を行う。

② 交付対象事業の適正な実施の確保

施設費交付事業の実施に当たっては、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和 30年法律第 179 号）」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確保を図る。

また、そのために年間５箇所以上の交付先訪問調査を実施する。

③ 交付事業財源の確保に関する調査等

中長期的視点からの財源確保に関し、文部科学省、国立大学法人等と連携を図りな

がら、不要財産処分の促進等に関する必要な調査等を行う。

（３）国から承継した財産等の処理
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① 承継債務償還

国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの債務について、関係する

43 国立大学法人から債権及びその利息を確実に回収し、承継債務（旧国立学校特別会

計法に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債）の償還及び当該債務に係

る利子の支払いを確実に行う。

② 旧特定学校財産の管理処分

ア 国から承継した旧特定学校財産である東京大学生産技術研究所跡地については、

施設費交付事業等の財源に充てるため、独立行政法人国立美術館に対し、国立新美

術館用地として、同法人に措置される予算の範囲内で分割して売却する。未売却の

土地については、国立新美術館用地として貸付を継続する。

イ 処分後の財産の利用状況について、適切に把握する。

３ 学位授与

（１）単位積み上げ型による学士の学位授与

① 学士の学位授与

単位積み上げ型による学士の学位授与については、４月期と 10 月期の年２回の申請

を受け付け、学位審査会による審査を行い、各専攻分野の学士の水準を有しているか

どうかを総合的に判定し、申請者に対して６月以内に判定結果を通知し、合格者に対

し学位を授与する。

また、インターネットを利用した電子申請の推進、不合格者に対する個別理由の通

知など、利便性向上の取組を引き続き推進するとともに、必要に応じて、専攻の区分

や修得単位の審査の基準等について見直しを行う。

専攻科の修了見込み者からの、特例適用による学位授与申請を４月期と 10月期の年

２回受け付け、学位審査会による審査を行い、６月以内に、合格者に対し学位を授与

する。

② 専攻科の認定

学校教育法第 104 条に規定する文部科学大臣の定める学習として、短期大学及び高

等専門学校の専攻科のうち本機構が定める要件を満たすものの認定に当たっては、短

期大学及び高等専門学校に設置する専攻科からの認定申出に基づき、教育課程、教員

組織、施設設備等が大学教育に相当する水準を有しているかについて学位審査会にお

いて審査を行い、可とされた専攻科について認定する。

また、認定を受けている専攻科に対しては、一定期間ごとに当該専攻科の教育水準

が大学教育に相当する水準を維持しているか学位審査会において適否の審査を行い、

必要に応じ審査結果に基づく所要の改善等を求める。

機構の認定を受けた短期大学及び高等専門学校の専攻科の修了見込み者に対する特

例の適用を希望する専攻科からの申出を受け付け、学位審査会による審査を行い、適

用の可否を決定する。

また、特例の適用認定を受けている専攻科に対しては、一定期間ごとに認定専攻科
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における教育の水準の維持に加え、特例の適用を受けるための水準が維持されている

か、学位審査会において適否の審査を行い、必要に応じ審査結果に基づく所要の改善

等を求める。

（２）省庁大学校修了者に対する学位授与

① 学士、修士又は博士の学位授与

認定された省庁大学校の課程修了者に対する学位授与については、学士は、単位修

得状況及び課程修了証明書に基づき学位審査会による審査を行い、申請後１月以内に、

学士としての水準を有していると認められる者に学位を授与する。

修士及び博士は、単位修得状況や論文及び口頭試問の結果に基づき、学位審査会に

よる審査を行い、原則として申請後６月以内に、修士又は博士としての水準を有して

いると認められる者にそれぞれの学位を授与する。

② 課程の認定

学校教育法第 104 条に規定する学校以外の教育施設の課程で大学又は大学院に相当

する教育を行うものの認定に当たっては、省庁大学校からの認定の申出に基づき、教

育課程、教員組織、施設設備等が大学の学部、大学院の修士課程又は博士課程の水準

を有しているかについて学位審査会による審査を行い、可とされた課程について認定

する。

また、認定された課程については、一定期間ごとに当該課程の教育水準が大学又は

大学院と同等の水準を維持しているか学位審査会において適否の審査を行い、必要に

応じ審査結果に基づく所要の改善等を求める。

（３）学位授与事業の普及啓発

学位授与の申請者等に適切な情報を提供するため、学位授与に関する申請書類等の内

容の充実に努める。

また、生涯学習に関係する機関等とも連携し、パンフレットの配布や説明会の開催等

を積極的に行うとともに、アクセス情報の分析に基づき、社会における学位授与の制度

等に対する理解の増進と高等教育学習者等への更なる周知に努める。

４ 質保証連携

（１）大学等連携・活動支援

① 大学等との連携

ア 大学等における教育研究の質の維持向上に資する情報等を収集、蓄積し、大学等

が評価活動やＩＲ（インスティテューショナル・リサーチ）活動等に活用できるよ

う提供する。

イ 大学等の教職員向けの研修等を開催するなど、大学等と連携して質保証に関わる

人材の能力向上を支援するための取組を行う。

ウ 高等教育の段階における学習機会の多様化や生涯学習への展開に対応するため、

大学等における各種の学習に関する情報を収集・整理し、提供する。
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② 国立大学法人の運営基盤の強化促進の支援

ア 国立大学法人の財務に関係する情報収集、分析及び成果の提供を行う。

イ 国立大学法人の教育研究情報や資源投入に関する情報について、大学等と協働し

て分析を行い、大学運営に資する指標など、これらの成果を広く大学等に提供する

ための検討を行う。

③ 大学ポートレート

大学における教育情報の活用を支援し公表を促進するため、日本私立学校振興・共

済事業団と連携して大学ポートレートを運用する。その際、大学ポートレートへの参

加大学数や大学による情報公表の状況、大学ポートレートウェブサイトへのアクセス

状況及び利用者の意見の把握・分析等を通じてその効果を検証する。

運営費交付金の具体的な削減目標について検討する。

また、検証結果を踏まえて、利用者の利便性の向上等、機能の改善・充実に努める。

④ 評価機関との連携

認証評価機関連絡協議会等を通じ、他の評価機関と連携して、社会や大学等を意識

した認証評価に関する情報の発信や職員の能力向上等に取り組む。

（２）国際連携・活動支援

① 国際的な質保証活動への参画

国際的な質保証ネットワークや、諸外国の質保証機関との連携・協力を通じて、国

際的な質保証活動への参画及び情報交換・共有を図る。日中韓質保証機関協議会にお

ける活動等、覚書締結機関と共同で行う取組を推進する。

② 資格の承認に関する調査及び情報提供

高等教育の資格の承認に関するアジア太平洋地域規約（東京規約）に基づき、我が

国における国内情報センター（ＮＩＣ）を設置し、我が国の学位等の高等教育資格の

国際的な通用性の確保及び諸外国との円滑な資格の承認に資するため、国内外、特に

日本の高等教育制度及び高等教育機関等に関する調査及び情報提供を行う。

５ 調査研究

（１）大学等の改革の支援に関する調査研究

① 大学等におけるマネジメントの改善・向上に関する調査研究

大学におけるマネジメントの在り方について調査研究を行うとともに、大学改革の

ための専門性のある支援スタッフに関して財源、身分、人材育成等の制度設計の基礎

となる研究を行う。

② 大学等の質の保証及び維持・向上のための評価に関する調査研究

過去に実施された大学等の教育研究活動等の評価実施の結果を分析し、効果的で効

率的な評価の在り方を実証的に検証するとともに、国内外の政策状況等の進展に伴う

要請に対応した、今後の我が国の大学等の質の保証及び維持・向上のための評価シス

テムの在り方について研究を行う。
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③ 質保証に係る国内外の連携に関する調査研究

諸外国における質保証制度を調査研究して、我が国の質保証制度の改善への参考材

料とし、今後展開が予想される国際共同教育での連携を図るとともに、得られた知見

をもとに我が国の大学の現場で質保証業務を担う実務人材の育成に向けた教材を開発

して研修等を実施する。

④ 質保証に係る情報の分析方法及び利用環境に関する調査研究

大学等の質保証を確立するために必要とされる情報の収集・整理・公表方法の検討

及び教育研究活動に関する研究を行うとともに、大学及び評価機関等において情報を

効果的に分析・活用するための利用環境に関する研究を行う。

⑤ 調査研究成果の活用と社会への提供

調査研究の成果については、機構の評価事業をはじめとする事業の改善等に活用す

るとともに、関連学協会の学術誌及び機構の学術誌、報告書、研修会等を通じて社会

に提供・公表する。

（２）学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究

① 学位の要件となる学習の成果の評価と学位等の承認に関する調査研究

学位の授与に必要な学習の体系的な構成と学習の成果の評価に関して理論的基底を

踏まえて研究するとともに、学位等高等教育資格の国際的な互換性と公正な承認につ

いて学位授与業務を通じて蓄積された知見と実績をもとに調査研究を行う。

② 機構の実施する学位授与の機能に関する調査研究

高等教育レベルの多様な学習の成果を、学位につながる単位として認定する方法を

研究するとともに、機構の学位授与の現状及び社会的要請を把握し、実施状況を検討

して、今後の学位授与の在り方を実証的に研究する。

③ 調査研究成果の活用と社会への提供

調査研究の成果については、機構の学位授与事業をはじめとする事業の改善等に活

用するとともに、関連学協会の学術誌及び機構の学術誌、報告書、研修会等を通じて

社会に提供・公表する。

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 経費等の合理化・効率化

運営費交付金を充当して行う事業については、効率化になじまない特殊要因を除き、一般

管理費（人件費及び退職手当を除く。）について、平成 30 年度予算に比較して３％以上を削

減するほか、その他の事業費（人件費及び退職手当を除く。）について、平成 30 年度予算に

比較して１％以上の業務の効率化を図る。効率化に際しては、機構の行う事業が長期的視点

に立って推進すべき事業であることに鑑み、事業の継続性に十分留意する。

運営費交付金債務を含めた財務に係る情報を適切に把握し、機構長のリーダーシップの下、

戦略的・機動的に予算を配分するため、各担当から予算ヒアリングを実施するとともに、機
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構長裁量経費を確保する。また、予算が計画どおりに適正に執行されているかを四半期ごと

にモニタリングを行い、収益化単位の業務ごとに執行状況を把握するとともに、効率的な執

行に努める。

２ 調達等の合理化

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27年５月 25日総務大

臣決定）に基づき、「調達等合理化計画」を策定し、計画に基づく取組を着実に実施するとと

もに、計画や自己評価結果等を公表する。

契約監視委員会を開催し、調達等合理化計画の策定及び自己評価の点検を行う。

３ 給与水準の適正化

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、適正化に速やかに

取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表する。

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１ 予算 別紙１のとおり

２ 収支計画 別紙２のとおり

３ 資金計画 別紙３のとおり

Ⅳ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額 78 億円

２ 短期借入金を必要とする事態としては、運営費交付金の受入れに遅延が生じた場合、予定

していない退職手当の支出、承継債務償還及び施設費貸付事業に係る関係国立大学法人の債

務償還遅延（この場合の借換えは行わない。）などにより緊急に資金が必要となる場合等が想

定される。

Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画

小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、その改善の見込みがない場合には、国の

資産債務改革の趣旨を踏まえ、売却等の措置を検討する。

Ⅵ 剰余金の使途

決算において剰余金が発生した場合には、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法に定

める業務の充実及び組織運営の改善のために充てる。

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 内部統制
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（１）法令等の遵守及び機構のミッション等の周知徹底

役員及び幹部職員で構成する企画調整会議などにより、法令等の遵守、機構のミッショ

ン、管理・運営方針について役職員に周知徹底する。

（２）内部統制の機能状況の検証

① 監事監査や内部監査及び会計監査人による監査を実施することにより、内部統制の機

能状況について定期的に点検・検証し、必要に応じて見直しを行う。

② 平成 30 年度の業務の実績及び第３期中期目標期間における業務の実績の自己点検・評

価を行う。

また、平成 31 年度の業務等の進捗状況について定期的に自己点検・評価を行う。

③ 機構のミッション及び中期目標の達成を阻害する要因（リスク）の把握に努め、必要

な対応を行う。

２ 情報セキュリティ対策

「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群」を踏まえ、情報セキュリティ

ポリシーを適時見直す。また、サイバーセキュリティ戦略本部が実施する監査の結果等を踏

まえ、リスクを評価する。これらに基づき、情報セキュリティ対策を適切に推進する。

３ 人事に関する計画

① 大きく増減する業務量に対応し確実に事業を実行するため、国立大学法人等の協力を得

て計画的な人事交流等により幅広い人材を確保し適正に職員を配置し、必要な組織体制を

柔軟に構築する。

② 専門的な研修等により職員の能力向上を図る。



別紙１－１

（総括表） （単位：百万円）

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

収入

運営費交付金 0 51 314 163 131 579 298 298 1,834

大学等認証評価手数料 198 4 0 0 0 0 0 0 202

学位授与審査手数料 0 0 0 0 123 0 0 0 123

長期借入金等 0 0 0 53,600 0 0 0 0 53,600

長期貸付金等回収金 0 0 0 67,407 0 0 0 0 67,407

長期貸付金等受取利息 0 0 0 4,906 0 0 0 0 4,906

財産処分収入 0 0 0 1,381 0 0 0 0 1,381

財産賃貸収入 0 0 0 82 0 0 0 0 82

財産処分収入納付金 0 0 0 392 0 0 0 0 392

その他 0 0 0 0 0 0 0 8 8

198 55 314 127,931 255 579 298 306 129,934

支出

業務等経費 0 51 314 163 131 579 298 0 1,536

うち　人件費（退職手当を除く） 0 32 167 73 119 331 181 0 904

　　　 物件費 0 19 146 90 12 248 114 0 630

　　　 退職手当 0 0 0 0 0 0 2 0 2

大学等評価経費 198 4 0 0 0 0 0 0 202

学位授与審査経費 0 0 0 0 123 0 0 0 123

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 306 306

うち　人件費（退職手当を除く） 0 0 0 0 0 0 0 155 155

　　　 物件費 0 0 0 0 0 0 0 151 151

 　　　退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

施設費貸付事業費 0 0 0 50,705 0 0 0 0 50,705

施設費交付事業費 0 0 0 4,000 0 0 0 0 4,000

長期借入金等償還 0 0 0 70,257 0 0 0 0 70,257

長期借入金等支払利息 0 0 0 4,838 0 0 0 0 4,838

公租公課等 0 0 0 26 0 0 0 0 26

債券発行諸費 0 0 0 19 0 0 0 0 19

債券利息 0 0 0 45 0 0 0 0 45

198 55 314 130,053 255 579 298 306 132,057

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

金　額

計

計

平成31年度　予算

区　分
大学等評価 国立大学

施設支援
学位授与 質保証連携 調査研究 法人共通



別紙１－２

（一般勘定） （単位：百万円）

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

収入

　運営費交付金 0 51 314 163 131 579 298 298 1,834

　大学等認証評価手数料 198 4 0 0 0 0 0 0 202

　学位授与審査手数料 0 0 0 0 123 0 0 0 123

　その他 0 0 0 0 0 0 0 8 8

計 198 55 314 163 255 579 298 306 2,167

支出

　業務等経費 0 51 314 163 131 579 298 0 1,536

　　うち　人件費（退職手当を除く） 0 32 167 73 119 331 181 0 904

　　　　　物件費 0 19 146 90 12 248 114 0 630

　　　　　退職手当 0 0 0 0 0 0 2 0 2

　大学等評価経費 198 4 0 0 0 0 0 0 202

　学位授与審査経費 0 0 0 0 123 0 0 0 123

　一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 306 306

　　うち　人件費（退職手当を除く） 0 0 0 0 0 0 0 155 155

　　　　　物件費 0 0 0 0 0 0 0 151 151

　　　　　退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 198 55 314 163 255 579 298 306 2,167

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成31年度　予算

区　分
大学等評価 国立大学

施設支援
学位授与 質保証連携 調査研究 法人共通 金　額



別紙１－３

（施設整備勘定） （単位：百万円）

国立大学施設支援 金　額

収入

長期借入金等 53,600 53,600

長期貸付金等回収金 67,407 67,407

長期貸付金等受取利息 4,906 4,906

財産処分収入 1,381 1,381

財産賃貸収入 82 82

財産処分収入納付金 392 392

127,768 127,768

支出

施設費貸付事業費 50,705 50,705

施設費交付事業費 4,000 4,000

長期借入金等償還 70,257 70,257

長期借入金等支払利息 4,838 4,838

公租公課等 26 26

債券発行諸費 19 19

債券利息 45 45

129,890 129,890

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成31年度　予算

計

計

区　分



別紙２－１

（総括表） （単位：百万円）

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

費用の部 200 58 327 9,430 266 554 313 323 11,470

経常費用 200 58 327 9,430 266 554 313 323 11,470

業務等経費 2 54 323 169 135 502 311 0 1,496

大学等評価経費 198 4 0 0 0 0 0 0 202

学位授与審査等経費 0 0 0 0 123 0 0 0 123

施設費交付事業費 0 0 0 4,000 0 0 0 0 4,000

支払利息 0 0 0 4,818 0 0 0 0 4,818

処分用資産売却原価 0 0 0 388 0 0 0 0 388

その他の業務経費 0 0 0 26 0 0 0 0 26

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 314 314

減価償却費 0 0 3 9 7 51 2 10 83

財務費用 0 0 0 19 0 0 0 0 19

収益の部 200 58 327 6,873 266 554 313 323 8,913

　運営費交付金収益運営費交付金収益 0 51 310 163 125 475 296 293 1,713

　大学等認証評価手数料大学等認証評価手数料 198 4 0 0 0 0 0 0 202

　学位授与審査手数料学位授与審査手数料 0 0 0 0 123 0 0 0 123

処分用資産賃貸収入 0 0 0 82 0 0 0 0 82

処分用資産売却収入 0 0 0 1,381 0 0 0 0 1,381

施設費交付金収益 0 0 0 392 0 0 0 0 392

受取利息 0 0 0 4,840 0 0 0 0 4,840

賞与引当金見返に係る収益 0 2 12 5 8 23 13 11 74

退職給付引当金見返に係る収益 2 0 2 1 2 4 2 2 15

　資産見返物品受贈額戻入資産見返物品受贈額戻入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　資産見返運営費交付金戻入資産見返運営費交付金戻入 0 0 3 9 7 51 2 10 83

　雑収入雑収入 0 0 0 0 0 0 0 8 8

臨時損失 67 19 69 42 69 192 105 90 652

会計基準改訂に伴う賞与引当金繰入 0 2 8 5 8 22 12 10 67

会計基準改訂に伴う退職給付引当金繰入 67 16 61 37 61 170 93 79 585

臨時利益 67 19 69 42 69 192 105 90 652

会計基準改訂に伴う賞与引当金見返に係る収益 0 2 8 5 8 22 12 10 67

会計基準改訂に伴う退職給付引当金見返に係る収益 67 16 61 37 61 170 93 79 585

純損失 0 0 0 2,557 0 0 0 0 2,557

0 0 0 2,557 0 0 0 0 2,557

総利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

大学改革支援・学位授与機構法第１８条積立金取崩額

平成31年度　収支計画

区　分
大学等評価 国立大学

施設支援
学位授与 質保証連携 調査研究 法人共通 金　額



別紙２－２

（一般勘定） （単位：百万円）

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

費用の部 200 58 327 178 266 554 313 323 2,218

　経常費用 200 58 327 178 266 554 313 323 2,218

　　業務等経費 2 54 323 169 135 502 311 0 1,496

　　大学等評価経費 198 4 0 0 0 0 0 0 202

　　学位授与審査経費 0 0 0 0 123 0 0 0 123

　　一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 314 314

　　減価償却費 0 0 3 9 7 51 2 10 83

収益の部 200 58 327 178 266 554 313 323 2,218

　運営費交付金収益 0 51 310 163 125 475 296 293 1,713

　大学等認証評価手数料 198 4 0 0 0 0 0 0 202

　学位授与審査手数料 0 0 0 0 123 0 0 0 123

　賞与引当金見返に係る収益 0 2 12 5 8 23 13 11 74

　退職給付引当金見返に係る収益 2 0 2 1 2 4 2 2 15

　資産見返物品受贈額戻入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　資産見返運営費交付金戻入 0 0 3 9 7 51 2 10 83

　雑収入 0 0 0 0 0 0 0 8 8

臨時損失 67 19 69 42 69 192 105 90 652

　会計基準改訂に伴う賞与引当金繰入 0 2 8 5 8 22 12 10 67

　会計基準改訂に伴う退職給付引当金繰入 67 16 61 37 61 170 93 79 585

臨時利益 67 19 69 42 69 192 105 90 652

　会計基準改訂に伴う賞与引当金見返に係る収益 0 2 8 5 8 22 12 10 67

　会計基準改訂に伴う退職給付引当金見返に係る収益 67 16 61 37 61 170 93 79 585

純利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成31年度　収支計画

区　分
大学等評価 国立大学

施設支援
学位授与 質保証連携 調査研究 法人共通 金　額



別紙２－３

（施設整備勘定） （単位：百万円）

国立大学施設支援 金　額

費用の部 9,252 9,252

経常費用 9,252 9,252

施設費交付事業費 4,000 4,000

支払利息 4,818 4,818

処分用資産売却原価 388 388

その他の業務経費 26 26

財務費用 19 19

　

収益の部 6,695 6,695

処分用資産賃貸収入 82 82

処分用資産売却収入 1,381 1,381

施設費交付金収益 392 392

受取利息 4,840 4,840

純損失 2,557 2,557

大学改革支援・学位授与機構法第１８条積立金取崩額 2,557 2,557

総利益 0 0

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成31年度　収支計画

区　分



別紙３－１

（総括表） （単位：百万円）

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

資金支出 198 55 314 144,853 255 579 298 306 146,857

　業務活動による支出業務活動による支出 198 55 310 59,777 249 475 296 301 61,660

　投資活動による支出投資活動による支出 0 0 4 0 6 104 2 5 121

　財務活動による支出財務活動による支出 0 0 0 70,257 0 0 0 0 70,257

　翌年度へ繰越 0 0 0 14,819 0 0 0 0 14,819

資金収入 198 55 314 144,853 255 579 298 306 146,857

業務活動による収入 198 55 314 74,331 255 579 298 306 76,334

運営費交付金による収入 0 51 314 163 131 579 298 298 1,834

承継債務負担金債権の回収による収入 0 0 0 28,485 0 0 0 0 28,485

承継債務負担金債権に係る利息の受取額 0 0 0 1,678 0 0 0 0 1,678

施設費貸付金の回収による収入 0 0 0 38,922 0 0 0 0 38,922

施設費貸付金に係る利息の受取額 0 0 0 3,228 0 0 0 0 3,228

処分用資産の売却による収入 0 0 0 1,381 0 0 0 0 1,381

処分用資産の貸付による収入 0 0 0 82 0 0 0 0 82

施設費交付金の納付による収入 0 0 0 392 0 0 0 0 392

その他の収入 198 4 0 0 123 0 0 8 333

投資活動による収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財務活動による収入 0 0 0 53,581 0 0 0 0 53,581

　前年度より繰越 0 0 0 16,942 0 0 0 0 16,942

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成31年度　資金計画

区　分
大学等評価 国立大学

施設支援
学位授与 質保証連携 調査研究 法人共通 金　額



別紙３－２

（一般勘定） （単位：百万円）

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

資金支出 198 55 314 163 255 579 298 306 2,167

　業務活動による支出 198 55 310 163 249 475 296 301 2,046

　投資活動による支出 0 0 4 0 6 104 2 5 121

　翌年度へ繰越 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入 198 55 314 163 255 579 298 306 2,167

　業務活動による収入 198 55 314 163 255 579 298 306 2,167

　　運営費交付金による収入 0 51 314 163 131 579 298 298 1,834

　　その他の収入 198 4 0 0 123 0 0 8 333

　前年度より繰越 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成31年度　資金計画

区　分
大学等評価 国立大学

施設支援
学位授与 質保証連携 調査研究 法人共通 金　額



別紙３－３

（施設整備勘定） （単位：百万円）

国立大学施設支援 金　額

資金支出 144,691 144,691

業務活動による支出 59,614 59,614

財務活動による支出 70,257 70,257

翌年度へ繰越 14,819 14,819

資金収入 144,691 144,691

業務活動による収入 74,168 74,168

承継債務負担金債権の回収による収入 28,485 28,485

承継債務負担金債権に係る利息の受取額 1,678 1,678

施設費貸付金の回収による収入 38,922 38,922

施設費貸付金に係る利息の受取額 3,228 3,228

処分用資産の売却による収入 1,381 1,381

処分用資産の貸付による収入 82 82

施設費交付金の納付による収入 392 392

財務活動による収入 53,581 53,581

前年度より繰越 16,942 16942

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成31年度　資金計画

区　分
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